
－
(11.60)

－ 平成28年度 平成29年度 平成30年度 （2）の内訳 決算額(単位:千円)

(16.60) (1) 5,212,327 5,211,269 5,289,372 簡易水道事業会計 25,405

0.8 (2) 1,498,719 1,454,992 1,420,315 公設地方卸売市場事業会計 12,816

(25.0) (3) 78,425 97,266 100,056 公共下水道事業会計 1,073,546

10.3 (4) 203,342 192,931 220,302 特定環境保全公共下水道事業会計 144,264

(350.0) (5) 0 94 0 農業集落排水事業会計 34,175

(6) 1,790,705 1,748,312 1,781,035 病院事業会計 127,229

（参考）公債費充当特定財源のうち都市計画税額 1,760,317 1,732,035 1,762,326 水道事業会計 2,880

(7) 4,193,859 4,295,864 4,310,241

(8) 500,166 557,543 588,973 （3）の内訳 決算額(単位:千円)

(9) 149,337 151,540 151,758 大垣消防組合 66,508

(Ａ) 358,746 203,293 198,038 西濃環境整備組合 29,350

(10) 34,886,563 35,162,131 35,243,702 西南濃粗大廃棄物処理組合 3,880

(11) 4,843,362 5,004,947 5,050,972 大垣市･安八郡安八町東安中学校組合 318

(Ｂ) 30,043,201 30,157,184 30,192,730 （4）の内訳 決算額(単位:千円)

立体駐車場建設事業 31,882

土地改良事業借入金 14,140

南部学校給食センターＰＦＩ整備事業 174,280

決算額
(単位:千円，％)

一般会計 (1) 2,472,374

物品調達会計 (2) 1,186 （2）の内訳 支出予定額(単位:千円)

公共用地先行取得事業会計 (3) 0 (1) 立体駐車場建設事業 446,342

市行造林事業会計 (4) 0 (2) 土地改良事業借入金 39,108

小計　（(1)～(4)） (5) 2,473,560 (3) 南部学校給食センターＰＦＩ整備事業 988,234

病院事業会計 (6) 27,550,770 (4) ※公共用地の取得費 2,937,682

水道事業会計 (7) 2,074,834 (5) （3）の内訳 負担見込額(単位:千円)

簡易水道事業会計 (8) 0 (6) 簡易水道事業会計 442,643

公設地方卸売市場事業会計 (9) 0 (7) 公設地方卸売市場事業会計 41,756

公共下水道事業会計 (10) 0 (8) 公共下水道事業会計 14,783,314

特定環境保全公共下水道事業会計 (11) 0 (Ａ) 特定環境保全公共下水道事業会計 1,391,871

農業集落排水事業会計 (12) 0 （参考）土地開発公社に係る将来負担額（※） 農業集落排水事業会計 336,497

国民健康保険事業会計 (13) 2,848,821 (9) 病院事業会計 2,034,574

国民健康保険直営診療施設事業会計 (14) 72 (10) 水道事業会計 23,702

後期高齢者医療事業会計 (15) 59,603 （参考）うち都市計画税歳入見込額

介護保険事業会計 (16) 1,658,991 (11) （4）の内訳 負担見込額(単位:千円)

駐車場事業会計 (17) 22,938 (Ｂ) 大垣消防組合 726,575

競輪事業会計 (18) 1,196,622 西濃環境整備組合 244,637

西南濃粗大廃棄物処理組合 7,478

(12) 大垣市・安八郡安八町東安中学校組合 11,610

(13)

（6）の内訳 負担見込額(単位:千円)

－ ※大垣市土地開発公社 1,999,939

【△ 107.49】
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③　実　質　公　債　費　比　率

区　　　　　分
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 平成３０年度決算に基づく
健全化判断比率等の状況

③ 実 質 公 債 費 比 率
( 早 期 健 全 化 基 準 )

(%)
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平成30年度の内訳

一時借入金の利子

一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負担金

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額含む） (Ｂ) 35,243,702
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小計　（(1)～(8)）

形式収支 (Ａ) 2,567,016

(Ｂ)翌年度に繰り越すべき財源

(Ｄ)

災害復旧費等に係る基準財政需要額

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額含む）

小計　（(12)－(13)）

小計　（(A)－(B)）

充当可能な特定歳入見込額

充
当
可
能
財
源
等

将
来
負
担
額

元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

実質赤字比率（(C)／(D)）
【実質収支が黒字の場合、参考として負数で表示】

－
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（臨時財政対策債発行可能額含む）

実質収支（(A)－(B)）

15,971,690平成30年度末の充当可能基金現在高
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連結実質赤字額
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密度補正により基準財政需要額に算入された公債費

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額

公営企業債等繰入見込額

小計　（（(1)～(5)）－（(6)～(9)））

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額含む）

元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（(7)～(9)）

小計　（(10)－(11)）

【△ 7.01】
実質公債費比率　　 (Ｃ)／３


